
富山県低入札価格調査等実施要領 

 

１ 趣旨 

  この要領は、富山県が発注する建設工事の入札における低入札価格調査（地方自治法

施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の10第１項又は第 167条の10の２第２項（同令

第 167条の13においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定により、予定価格の

制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者の当該申込みに係る価格によっては

その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるときは、

その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者の

うち、最低の価格をもって申込みをした者を落札者とすることができる場合において、

当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるかどうかについて行う調査をい

う。以下「調査」という。）及び措置の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 調査の対象となる入札 

 ⑴ 予定価格が２,０００万円以上の工事（以下「適用工事」という。）の入札を調査の

対象とする。 

  ⑵ ⑴の規定にかかわらず、指名競争入札方式で発注する予定価格が２,０００万円以上

の災害復旧工事その他の緊急を要する建設工事の入札については、調査の対象とせず、

富山県最低制限価格実施要領の適用を受けるものとする。 

  

３ 調査基準価格 

 ⑴ 適用工事の入札に当たり、予定価格設定権者は、予定価格の他に、相手方となるべ

き者の入札する価格によってはその者により当該契約の内容に適合した履行がされな

いおそれがあると認める場合の価格（以下「調査基準価格」という。）を定め、予定価

格調書にその価格を記載する。 

 ⑵ 調査基準価格は、予定価格の算出の基礎となる次の表の左欄に掲げる費用に同表の

右欄に掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。ただし、当該合計額が、予定価格

に１０分の９．２を乗じて得た額（以下「上限額」という。）を超える場合は上限額を、

予定価格に１０分の７．５を乗じて得た額（以下「下限額」という。）に満たない場合

は下限額を調査基準価格とする。 

直接工事費 100分の97 

共通仮設費 100分の90 

現場管理費 100分の90 

一般管理費等 100分の68 

 

４ 入札参加者への周知 

  適用工事の指名通知書又は発注公告に、調査基準価格を設けたことを明記する。 

 

５ 失格基準価格 

 ⑴ 予定価格の制限の範囲内で、かつ、調査基準価格に満たない価格をもって入札をし



た者（以下「失格基準価格算定対象者」という。）がある場合は、失格基準価格算定対

象者（失格基準価格算定対象者が３者に満たない場合は、入札参加者のうち、申込み

に係る価格（以下「入札価格」という。）が低い者から順に３者）の入札価格を平均し

た額に１０分の９を乗じて得た額（１円未満切捨て）を失格基準価格として設定する。 

 ⑵ 失格基準価格算定対象者のうち、入札価格が失格基準価格に満たない者は、失格と

する。ただし、当該者の入札価格が、予定価格の算定の基礎となった次の表の左欄に

掲げる費用に同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た額の合計額（⑶において「合計額」

という。）以上となる場合は、この限りでない。 

純工事費（直接工事費及び共通仮設費の計） 100分の85 

現場管理費 100分の90 

一般管理費等 100分の55 

 ⑶ ⑵の規定にかかわらず、⑴に規定する入札価格を平均した額を算定できない場合に

おいては、失格基準価格算定対象者のうち、入札価格が合計額に満たない者は、失格

とする。 

 ⑷ ⑴から⑶までの規定は、工場生産品等（納品時に仕様を満たすことの検査を行うこ

と等により、品質が確保されるものと認められるものに限る。）の設計額が直接工事費

の１０分の７に相当する額を超える場合には、適用しない。 

 

６ 落札者の決定の保留 

  入札執行者は、入札の結果、失格基準価格算定対象者（５の⑵又は⑶の規定により失

格となった者（以下「失格者」という。）を除く。）がある場合は、入札参加者に対し、

落札者の決定を保留する旨を通知するものとする。 

 

７ 調査の実施 

 ⑴ 調査担当者は、次に掲げる者とする。 

  ア 本庁契約工事の入札 

    本庁の契約担当課長及び適用工事の事業主管課長 

  イ 出先契約工事の入札 

    出先機関の契約担当課長及び適用工事の工事担当課長並びに管理検査課長を置く

出先機関にあっては管理検査課長 

 ⑵ 調査の方法 

   調査担当者は、失格基準価格算定対象者（失格者を除く。）のうち、予定価格の制限

の範囲内で最低の価格をもって入札をした者（富山県公共工事総合評価方式試行要領

第２項に規定する総合評価方式の試行対象工事（以下「総合評価方式試行対象工事」

という。）の場合は、評価値が最も高い者）（以下「最低価格入札者」という。）が落札

者とされた場合において、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるか

どうかを具体的に判断するため、⑸に定める項目について、最低価格入札者からの事

情聴取、関係機関への照会等により調査を行い、その結果及び意見を記載した低入札

価格調査書（様式第１号）を作成する。この場合において、同価の入札をした最低価

格入札者が２者以上あるとき（総合評価方式試行対象工事の場合は、評価値が同じで



かつ同価の入札をした最低価格入札者が２者以上あるとき）は、これらの者にくじを

引かせて調査の対象者を決定するものとする。 

 ⑶ 調査に係る意向確認 

   調査担当者は、最低価格入札者に対して、⑹に定める資料（以下、「調査資料」とい

う。）の提出を求めるときは、低入札価格調査に係る意向申出書（以下、「意向申出書」

という。）についても、提出を求めるものとする。なお、意向申出書は別表のとおりと

する。 

 ⑷ 意向申出書、調査資料の提出等 

最低価格入札者は、調査資料の提出を求めた日の翌日（富山県の休日を定める条例

（平成元年富山県条例第１号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く。）までに意向申出書を提出するものとする。期日までに意向申出書を提出しな

い場合は、当該者が行った入札は、入札心得の規定により無効とする。なお、この場

合は、原則として、富山県建設工事等指名停止要領に定める不誠実な行為であるとみ

なし、当該者を同要領の措置の対象とする。 

ア 調査を受ける意向がある場合の手続等 

最低価格入札者が、意向申出書において調査を受ける意向がある旨を申し出た場

合は、調査資料の提出を求めた日の翌日から起算して３日（休日を除く。）以内に調

査資料を提出するものとする。期日までに調査資料を提出しない場合は、当該者が

行った入札は、入札心得の規定により無効とする。なお、この場合は、原則として、

富山県建設工事等指名停止要領に定める不誠実な行為であるとみなし、当該者を同

要領の措置の対象とする。 

イ 調査を受ける意向がない場合の手続等 

    最低価格入札者が、意向申出書において調査を受ける意向がない旨を申し出た場

合は、調査資料の提出は要しないものとし、当該者が行った入札は、入札心得の規

定により無効とする。この場合において、当該者は、無効を理由として以後の入札

において不利益な取扱いを受けるものではない。 

 ⑸ 調査項目 

  ア 当該価格により入札した理由（当該入札価格に対応する内訳書を徴する。） 

  イ 当該工事の施工場所付近における手持ち工事の状況 

  ウ 当該工事に関連する手持ち工事の状況 

  エ 当該工事の施工場所と入札者の事業所、資機材保管場所等との関連（地理的条件） 

  オ 手持ち資材の状況 

  カ 資材の購入先及び購入先と入札者との関係 

  キ 手持ち機械及び設備の状況 

  ク 労務者の具体的な供給の見通し 

  ケ 第１次下請契約予定者名及びその契約予定金額 

  コ 配置予定の技術者（必要に応じ施工体制台帳案及び施工体系図案を提出させる。） 

  サ 建設資材の分別解体及び搬出についての計画 

  シ 過去に施工した公共工事名及び発注者 

  ス シのうち富山県が発注した工事についての工事成績（富山県請負工事成績評定要



領に基づく工事の成績評定点をいう。以下同じ。） 

  セ 経営状況（取引金融機関、保証会社等への照会による。） 

  ソ 信用状況（建設業法違反の有無、賃金支払の状況、下請代金の支払状況等） 

  タ その他調査担当者が必要と認める事項 

 ⑹ 提出資料 

  ⑸に定める調査項目について、提出を求める資料は別表のとおりとする。 

 

８ 低入札価格審査会の審査及び意見の表示 

 ⑴ 契約担当課長は、様式第２号により低入札価格調査書を12に定める低入札価格審査

会に提出し、その意見を求めるものとする。 

 ⑵ 低入札価格審査会は、契約担当課長から意見を求められたときは、必要な審査をし、

様式第３号により意見を表示するものとする。 

 

９ 低入札価格審査会の意見に基づく落札者の決定 

 ⑴ 契約担当課長は、低入札価格審査会の表示した意見に基づき、最低価格入札者の入

札価格により当該契約の内容に適合した履行がされると認めたときは、最低価格入札

者を落札者とする。 

 ⑵ 契約担当課長は、低入札価格審査会の表示した意見に基づき、最低価格入札者の入

札価格によっては当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めたと

きは、最低価格入札者を落札者とせず、最低価格入札者の次に低い価格をもって入札

をした者（総合評価方式試行対象工事の場合は、評価値が最も高い者に次いで評価値

が高い者）（以下「次順位者」という。）を落札者とする。 

 ⑶ ⑵に規定する場合において、次順位者が調査基準価格に満たない価格をもって入札

をした者であるときは、７及び８並びに⑴の規定による手続（⑷において「落札者決

定手続」という。）を経て、落札者とするかどうかを決定するものとする。 

 ⑷ ⑶の規定による落札者決定手続を経た結果、次順位者の入札価格によっては当該契

約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めたときは、次順位者の次に低

い価格をもって入札をした者（総合評価方式試行対象工事の場合は、次順位者に次い

で評価値が高い者）（調査基準価格に満たない価格をもって入札をした者に限る。）か

ら順に、落札者決定手続を経て、落札者を決定するものとする。 

 

10 入札参加者への通知 

  契約担当課長は、９の規定により落札者を決定したときは、入札参加者に対し、落札

者の商号又は名称及び落札金額を通知するものとする。 

 

11 調査基準価格等の公表 

 ⑴ 調査基準価格は、落札者の決定後、入札調書により公表するものとする。 

 ⑵ 契約担当課長は、９の⑵から⑷までの規定により最低価格入札者を落札者としなか

ったときは、様式第４号により審査の結果の概要を公表するものとする。 

 



12 低入札価格審査会の設置 

  ８の⑵に規定する審査を行うため、低入札価格審査会を設置するものとし、その構成

員は、主管部局の長が別に定めるところによるものとする。 

 

13 低入札価格落札者に対する措置 

 ⑴ ９の規定により落札者として決定した者（その者が共同企業体である場合にあって

は、当該共同企業体の各構成員を含む。以下「低入札価格落札者」という。）が、落札

者として通知を受けた日（以下「落札者決定通知日」という。）から起算して６月を経

過する日までの間（以下「措置期間」という。）に、他の工事の入札において調査基準

価格に満たない価格をもって入札をした場合（低入札価格落札者が構成員として参加

する共同企業体が他の工事の入札において調査基準価格に満たない価格をもって入札

をした場合を含む。）、入札心得第６条第１号の規定により当該入札を無効とする。 

 ⑵ ⑴の規定は、低入札価格落札者が、落札者決定通知日の属する年度（以下「落札者

決定通知年度」という。）の前２年度及び落札者決定通知年度の当初から直近四半期ま

での期間に75点未満の工事成績の通知を受けている場合及び当該期間内に工事成績の

通知を受けていない場合に適用する。 

 

14 措置の対象となる入札 

 ⑴ 13の規定による措置は、調査基準価格を設けた適用工事のうち、農林水産部又は土

木部が発注する工事の入札を対象とするものとする。 

 ⑵ ⑴の規定にかかわらず、次に掲げる工事の入札については対象としないこととし、

その旨を指名通知書又は発注公告に記載するものとする。 

  ア 鋼橋上部工事（新設工事に限る。） 

  イ プレストレスト・コンクリート工事（新設工事に限る。） 

  ウ ア及びイのほか、特殊工事として指名委員会又は入札参加資格委員会が認めた工

事 

 

15 低入札価格落札者等への通知 

 ⑴ 農林水産部又は土木部の本庁の契約担当課長は、低入札価格落札者が13の規定によ

る措置の対象となる場合は、当該低入札価格落札者に対し、様式第５号により遅滞な

く措置期間を通知するものとする。 

 ⑵ ⑴の規定による通知を行ったときは、様式第６号により速やかにその内容を関係部

局の本庁の契約担当課長に通知するものとする。 

 

16 複数の工事で失格基準価格算定対象者が発生した場合の取扱い 

 ⑴ ７の規定により調査が実施される場合において、失格基準価格算定対象者（当該失

格基準価格算定対象者が共同企業体である場合にあっては、当該共同企業体の各構成

員を含む。）が、契約担当課長が当該失格基準価格算定対象者を当該工事の入札の落札

者とするかどうかを決定するまでの間に他の工事の入札（14に規定する入札に限る。）

において調査基準価格に満たない価格をもって入札をしたとき（低入札価格落札者が



構成員として参加する共同企業体が他の工事の入札において調査基準価格に満たない

価格をもって入札をした場合を含む。）は、当該他の工事の入札に係る調査を保留する

ものとする。 

 ⑵ 開札日が同一の複数の工事の入札において、同一の者が調査基準価格に満たない価

格をもって入札をした場合（同一の者が構成員として参加する共同企業体が調査基準

価格に満たない価格をもって入札をした場合を含む。）は、当該入札のうち入札締切日

が早い工事の入札から調査を実施し、他の工事の入札に係る調査を保留するものとす

る。この場合において、入札締切日が同一であるときは工事番号の下２桁の数字が小

さい工事の入札から、入札締切日及び工事番号の下２桁の数字が同一であるときは予

定価格の高い工事の入札から調査を実施し、他の工事の入札（14に規定する入札に限

る。）に係る調査を保留するものとする。 

 ⑶ ⑴及び⑵の規定により調査を保留した場合において、先に調査を実施した入札にお

ける低入札価格落札者が13の規定による措置の対象となるときは、調査を保留した工

事の入札は、先に調査を実施した入札に係る措置期間中にあったものとみなす。 

 

17 その他 

  富山県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年富山県規則第

68号）第１条に規定する特定調達契約に係る入札を行う場合は、５の規定は適用しない

ものとするとともに、取扱いについては別に定めるところによるものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成11年４月１日以降に実施する入札から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成14年４月１日以降に実施する入札から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成19年10月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成20年10月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成21年６月25日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成21年９月７日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成23年８月24日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

   附 則 



 この要領は、平成24年７月30日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成25年７月16日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成28年４月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成28年７月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

この要領は、平成29年４月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成30年４月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

 この要領は、令和元年７月15日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

 

附 則 

 この要領は、令和４年６月15日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

 この要領は、令和６年４月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

 この要領は、令和６年６月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 

附 則 

 この要領は、令和７年１月１日から施行し、同日以後に指名の通知又は入札の公告を行

う工事に係る入札から適用する。 


